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無形文化遺産の保護に関する条約の概要

経緯

2003年10月
ユネスコ総会において採択
2006年4月
条約発効
我が国は2004年6月に条約締結

締約国

185か国（2025年6月末現在）

条約の目的と概要

「無形文化遺産の保護に関する条約」（無形文化遺産保護条約）は，グローバリゼーションの進展や社会の変容などに伴い，無形文
化遺産に衰退や消滅などの脅威がもたらされるとの認識から，無形文化遺産の保護を目的として，2003年のユネスコ総会において採
択された。この条約によって，世界遺産条約が対象としてきた有形の文化遺産に加え，無形文化遺産についても国際的保護を推進する
枠組みが整った。条約の策定段階から積極的に関わってきた日本は，2004年にこの条約を締結した。

この条約においては，口承による伝統及び表現，芸能，社会的慣習，儀式及び祭礼行事，自然及び万物に関する知識及び慣習，伝統
工芸技術といった無形文化遺産について，締約国が自国内で目録を作成し，保護措置をとること，また，国際的な保護として，「人類
の無形文化遺産代表的な一覧表」や「緊急に保護する必要がある無形文化遺産の一覧表」の作成，国際的な援助などが定められてい
る。

この条約の履行については，全締約国から成る締約国会議の下に，締約国の中から選挙で選出される政府間委員会が設置されてお
り，履行のための運用指示書の作成や，「人類の無形文化遺産代表的な一覧表」等の作成など，重要な役割を担っている。日本は，条
約が発効した2006年から2008年，2010年から2014年，及び2018年から2022年まで政府間委員会委員国を務めるなど,代表一覧表等
の審査にも積極的に関わっている。

無形文化遺産保護条約政府間委員会

ユネスコ無形文化遺産保護条約の締約国から選出された24か国で構成。原則として年に1回開催され，条約の履行のための運用指示
書の作成や，条約に基づき設置されている無形文化遺産基金の使用に関する計画を策定する他，評価機関の勧告を踏まえ，代表一覧表
等の各種一覧表への登録審議や国際援助の決定等を行う。



＜政府間委員会委員国（24か国）＞※2025年1月時点
【任期：2022-2026年】

ドイツ，ウズベキスタン，スロバキア，パラグアイ，バングラディシュ，インド，マレーシア，ベトナム，アンゴラ，ブルキナフ
ァソ，エチオピア，モーリタニア
【任期：2024-2028年】

フランス，スペイン，ウクライナ，バルバドス，ドミニカ共和国，ハイチ，中国，ナイジェリア，ウガンダ，ザンビア，アルジェ
リア，アラブ首長国連邦

人類の無形文化遺産の代表的な一覧表

（Representative List of the Intangible Cultural Heritage of Humanity）

政府間委員会は，無形文化遺産の一層の認知及びその重要性についての意識の向上を確保するため，また，文化の多様性を尊重する
対話を奨励するため，関係する締約国の提案に基づき，代表一覧表を作成している。

締約国から提出された提案書は，政府間委員会が設置する評価機関（Evaluation Body）（世界各地域から選出される専門家6名と
NGO6団体により構成）が，運用指示書に定められた登録基準に従って事前審査を行い，政府間委員会に対して審査結果を勧告する。
勧告は次の3通り。

（1）「記載（inscribe）」：代表一覧表に登録することがふさわしい
（2）「情報照会（refer）」：締約国に追加情報を求める
（3）「不記載（not to inscribe）」：登録にふさわしくない

この勧告を踏まえ，政府間委員会が登録の可否を決定する。

代表一覧表に登録された我が国の無形文化遺産

2024年12月現在

能楽
（紹介動画）

2008年

人形浄瑠璃文楽
（紹介動画）

2008年

歌舞伎（伝統的な演技演出様式によって上演される歌舞伎）
（紹介動画）

2008年

雅楽
（紹介動画）

2009年

小千谷縮・越後上布
（紹介動画）

2009年

奥能登のあえのこと
（紹介動画）

2009年

早池峰神楽
（紹介動画）

2009年

秋保の田植踊
（紹介動画）

2009年

大日堂舞楽
（紹介動画）

2009年



題目立
（紹介動画）

2009年

アイヌ古式舞踊
（紹介動画）

2009年

組踊
（紹介動画）

2010年

結城紬
（紹介動画）

2010年

壬生の花田植
（紹介動画）

2011年

佐陀神能
（紹介動画）

2011年

那智の田楽
（紹介動画）

2012年

和食；日本人の伝統的な食文化
「和食」のユネスコ無形文化遺産登録について（農林水産省）
（紹介動画）

2013年

和紙：日本の手漉和紙技術
（構成／石州半紙，本美濃紙，細川紙）
（紹介動画）

2014年

山・鉾・屋台行事
（紹介動画）

2016年

来訪神：仮面・仮装の神々
（紹介動画）

2018年

伝統建築工匠の技：木造建造物を受け継ぐための伝統技術
（提案概要） （73.9KB）
概要パンフ 日本語版 （19.5MB）／英語版 （19.3MB）

（紹介動画）

2020年

風流踊
（提案概要） （159KB）
概要パンフ 日本語版 （3MB）／英語版 （3.5MB）

（紹介動画）

2022年

伝統的酒造り
（提案概要） （228KB）
概要パンフ 日本語版 （5.5MB）／英語版 （5.5MB）

（紹介動画） （付属動画（持続的な開発））

2024年

代表一覧表への記載に向けて提案中の我が国の無形文化遺産

書道

（提案概要） （364KB）



これまでの経緯と今後の予定

時期 事項

2024年3月 ユネスコ事務局へ提案書を提出

拡張提案：和紙、山・鉾・屋台行事、伝統建築工匠の技

（提案概要） （751KB）

これまでの経緯と今後の予定

時期 事項

2024年3月 ユネスコ事務局へ提案書を提出

無形文化遺産部会

無形文化遺産部会
ユネスコ無形文化遺産の保護に関する条約への対応について（令和4年2月25日決定） （175KB）

無形文化遺産の制度

ユネスコ無形文化遺産について （288KB）

無形文化遺産の登録までの流れ （58KB）

参考資料

補助金制度

文化遺産を活用した地域活性化に係る取組への支援

観光拠点整備事業

文化遺産観光拠点充実事業

委託業務

無形文化遺産保護条約に係る国際動向調査事業報告書

ユネスコ無形文化遺産保護条約関係会合

政府間委員会及び締約国会議におけるユネスコ提案関係情報 （146KB）

関連リンク

文化遺産オンライン

外務省



文化庁の紹介

文化庁長官

文化庁の組織

文化庁案内図

所管の法人等

シンボルマークについて

文化庁創立50周年

政策について

文化行政の基盤

芸術文化

文化財

著作権

国際文化交流・国際貢献

国語施策・日本語教育

宗教法人と宗務行政

博物館

各種助成金・支援制度一覧

文化審議会・懇談会等

日本博

食文化

文化観光

食文化推進本部・文化観光推
進本部

文化芸術活動基盤強化基金

行事・シンポジウム

広報・報道・お知らせ

報道発表

その他のお知らせ

日本文化の海外発信

広報

統計・白書・出版物

統計・調査研究等

白書・年次報告等

出版物・パンフレット等

農水省

ユネスコの無形文化遺産（HP）（英語）

PDF形式を御覧いただくためには，Adobe Readerが必要となります。
お持ちでない方は，こちらからダウンロードしてください。

ホーム > 政策について > 文化財 > 文化財の紹介 > 無形文化遺産

情報公開・個人情報保護 文化庁ホームページに

ウェブアクセシビリティについて ソーシャルメ
Copyright © Agenc



令和８年度地域文化財総合活用推進事業　事業一覧

主な事業概要

補助対象経費 要望額 補助対象経費 要望額 補助対象経費 要望額 補助対象経費 要望額
補助対象
経費

要望額

（記入例）○○県 ○○市 123456

①現在作成中であり、○○年度の認定を
目指している。
③△△年度に策定済み。
④現在作成中であり、□□年度の認定を
目指している。

○○市文化遺産活用プラン 〇〇 年度 ～ ○○ 年度 ○○-△△@--city.go.jp
○○市文化遺産
活用事業

令和△年△月△日～
令和□年□月□日

○○市文化遺産
活用○○協議会

0123456789012 会長 文化　花子 ○○-△△@--city.go.jp 0 02,000,000 2,000,0000 0 02,000,000 2,000,000500,0002,500,0002,000
（１）普及啓発
・○○フェスティバル

年度 ～ 年度 0 0 0 0 0

年度 ～ 年度 0 0 0 0

年度 ～ 年度 0 0 0 0

年度 ～ 年度 0 0 0 0

年度 ～ 年度 0 0 0 0

年度 ～ 年度 0 0 0 0

年度 ～ 年度 0 0 0 0

※適宜、行を追加・削除してご使用ください。

Ｅ．総事業
費（円）

F.交付要
望額
（千円）

③調査研究

補助事業の対象となるユネスコ無形文化遺産の名称
（国指定等文化財の場合は指定名称も記載）

補助事業者
代表氏名

補助事業者連絡先
e-mailアドレス

B その他経費
Ｃ．補助対象経費

Ｄ．補助対
象外経費
（円）

①人材育成 ②普及啓発

事業名
事業期間

（令和７年度の事業期
間を記載）

補助事業者名

法人番号
※法人番号（13
桁）がある場合記

載

補助事業者
代表職名

※自動計算 ※自動計算

都道府
県名

計画策定
地方公共
団体名

計画策定
地方公共
団体

都道府県
又は市区
町村コード

①「文化財保存活用地域計画」の作成・認定
状況
②「文化財保存活用大綱」の策定状況（都道
府県
　のみ）
③「歴史文化基本構想」の策定
④「歴史的風致維持向上計画」の作成・認定
状況
⑤「文化観光推進法に基づく拠点計画及び

実施計画の変
更・改善の有無
※令和７年度
以前に採択さ
れている自治
体のみ

実施計画 補助事業 地域文化財総合活用推進事業
交付要望額

Ａ．主たる経費（円）
事務経費

計画の名称 計画期間
計画策定団体連絡先
e-mailアドレス

※本データが審査の基礎データとなりますので、誤りのないようご記入ください。

＜都道府県ご担当者様＞

貴域内の提出分について、一枚のシートにまとめて記載しご提出ください。

【提出期限】令和８年１月２３日（金）締切 厳守

【提出先】文化庁文化資源活用課文化遺産国際協力室無形文化遺産係

E-mail:ich-kokusai@mext.go.jp  ※メールの件名に「【都道府県】令和７年度地域文化財総合活用推進事業（ユネスコ無形文化遺産）交付要望書の提出」とご記入ください。

それぞれ、交付要望額について記入してください。（自己負担額等は含めないでください。）
円単位で記載し、C要望額のみ千円単位（自動計算）で記載してください。

2025/12/19



チェック欄

実施計画策定地方公共団体提出書類

補助事業者（協議会等）提出書類

要提出
　確認用シート　（実施計画策定団体用）

都・道・府・県

市・区・町・村

（6）補助対象事業に係る文化財の概要［様式2-5］　※

１．令和８年度事業用の様式を使用していますか？

２．各様式について、未記入欄はありませんか？

３．以下の提出書類は、全てそろっていますか？
※は全団体共通。それ以外は該当がある場合に必ず提出。

（1）実施計画書［様式1-1、様式1-1別紙①②］　※

（1）交付要望書［様式2］　※

（2）令和８年度事業計画書［様式2-1］　※

（3）令和７年度までの事業の効果等［様式2-2］　※

（4）収支予算書［様式2-3］　※

（２）実施報告書［様式1-2］※

（5）支出内訳明細［様式2-4］　※

（11）仕様書（様式任意）
　　　…100万円（税込み）以上の役務費、委託費、請負費等の場合に添付

（３）実施計画変更理由書（様式任意）
　…実施計画を改善・変更した場合に添付（計画期間、指標、目標値、実施事業、実施期間等変更した場合は必須添付）

（10）見積書（写）　…複数枚ある場合は、必ず番号を付番すること（例：見積番号①，②など）

　①使用料及び借料や役務費、委託費、需要費において発注見込額が10万円（税込み）以上の場合
　②発注見込額が100万円（税込み）以上の場合は、複数者から徴取した見積書

（7）協議会等（補助の対象となる者）の概要［様式2-6］　※

（8）協議会等（補助の対象となる者）の定款又はそれらに類する規約及び構成名簿　※

（9）出演者及び講師等一覧表［様式3］　…出演者及び講師等がいる場合に提出



本件担当者連絡先

※ スペースが足りない場合は、行の高さを変更したり、ページを追加しても差し支えありません。

認定年月 認定年月 作成年月

～令和７年度交付決定額： 千円 令和８年度要望額： 千円

 7 実施計画における目標と期待される効果 別紙①のとおり

住所

 10 その他事業（自主財源、民間団体、他省庁等からの補助（支援）を予定している事業など）

 9 その他計画実施により想定される効果（定性的な効果を記載）

 13 担当部局

ＴＥＬ

Ｅ-mail

ＦＡＸ

地方公共団体
担当部局課

ふりがな

担当者氏名

 12「文化財保存活用地域計画（大綱）」の作成や「歴史的風致維持向上計画」の策定・認定に向けた計画の見込
等

 11「文化財保存活用地域計画（大綱）」、「文化観光推進法に基づく拠点計画及び地域計画」、「歴史文化基本
構想」の作成状況

文化財保存活用地域計画（大綱）
文化観光推進法に基づく拠点計画及

び地域計画
歴史文化基本構想

地域文化財総合活用推進事業　実施計画

 2 補助事業の種類 1 都道府県・市区町村名

 3 実施計画の名称

 4 実施計画期間

 6 実施体制

 5 実施計画の概要

ユネスコ無形文化遺産

年度 ～

【計画の改善時期】

事業概要：

事業概要：

（2）実施事業の概要 別紙②のとおり

（1）補助金額 8 補助事業の概要

年度

様式１－１



[単位][単位] [単位] [単位] [単位]

目標区分４： （リストから選択してください。）

目標値３： ⇒

年度

（リストから選択してください。） （具体的な指標は次のとおり）

具体的な指標２： （具体的な指標を記載してください。） 関連事業:

目標値２： ⇒

[単位]

設定根拠２：

進捗状況２： 各年度、状況値、目標に対する達成率

7 実施計画における目標と期待される効果　別紙

目標区分２： （リストから選択してください。）

評価指標区分２：

目標区分１： （リストから選択してください。）

評価指標区分１： （リストから選択してください。） （具体的な指標は次のとおり）

具体的な指標１： （具体的な指標を記載してください。） 関連事業:

目標値１： ⇒(現状値） 年度 （目標値）[単位]

設定根拠１：

年度 年度

[単位]

年度 年度 年度

[単位]

目標区分３： （リストから選択してください。）

評価指標区分３： （リストから選択してください。） （具体的な指標は次のとおり）

具体的な指標３： （具体的な指標を記載してください。） 関連事業:

[単位] [単位] [単位]

設定根拠３：

進捗状況３： 各年度、状況値、目標に対する達成率

年度 年度 年度 年度 年度

[単位] [単位]

評価指標区分４： （リストから選択してください。） （具体的な指標は次のとおり）

具体的な指標４： （具体的な指標を記載してください。） 関連事業:

目標値４： ⇒(現状値） 年度 [単位]

設定根拠４：

[単位] [単位]

年度 年度 年度

[単位] [単位] [単位] [単位]

年度 年度 年度

[単位]

[単位]

(現状値） 年度 [単位] （目標値） 年度 [単位]

(現状値） 年度 （目標値） 年度[単位] [単位]

年度

（目標値）

年度

[単位] [単位]

進捗状況１： 各年度、状況値、目標に対する達成率

年度 年度 年度 年度 年度 年度

[単位]

年度

進捗状況４： 各年度、状況値、目標に対する達成率

[単位] [単位]

様式１－１別紙①



[単位] [単位]

～ 年度

年度 年度

[単位]

～ 年度

[単位]

[単位]

[単位] [単位]

年度

[単位] [単位] [単位]

進捗状況： 各年度、状況値、目標に対する達成率

⇒

年度 年度

事業概要：

事業区分： （リストから選択してください。） 事業期間： 年度

(現状値） 年度 [単位] （目標値） 年度 [単位]

評価指標区分：

[単位] [単位]

[単位] （目標値） 年度

実施団体：

⇒

年度

[単位]

目標値： (現状値） 年度

年度 年度年度 年度

具体的な指標：

事業概要：

評価指標区分： （具体的な指標は次のとおり）

年度

進捗状況： 各年度、状況値、目標に対する達成率

年度年度

具体的な指標：

目標値：

（具体的な指標は次のとおり）

令和

事業②：

 8（2）実施事業の概要　別紙

事業①： 実施団体：

事業区分： （リストから選択してください。） 事業期間：

様式１－１別紙②



※ スペースが足りない場合は、行の高さを変更したり、ページを追加しても差し支えありません。

担当者氏名

住所

ＴＥＬ ＦＡＸ

Ｅ-mail

⑥計画の実施状況（概要）
※令和７年度までに実施した計画の実施状況を記載してください。

⑧事業実施による効果等
※令和７年度までの計画の実施により得られた効果や実施以後の状況（人数、理解度、活用状況、人材育成などの
指標に基づき、定量的・定性的な効果）を具体的に記載してください。

⑦定量的な目標に対する計画の進捗状況
※令和７年度までの進捗状況について,実施計画で設定した指標に基づき,状況値と目標に対する達成率を記載してください。
（指標・目標値を複数設定している場合は，全て記載）。

別紙①②のとおり

　

⑨得られた効果の検証・分析

⑩担当者連絡先

ふりがな

⑩総括評価結果
※令和６年度以前に実施計画期間が終了しており、令和８年度に新規の実施計画を策定し応募する場合に記載して
ください。

地域文化財総合活用推進事業　実施報告

①都道府県・市区町村名 ②補助事業の種類

令和７年度地域文化財総合活用推進事業 千円

③実施計画の名称

④実施計画期間                       

⑤過去の補助事業実績 交付決定額

令和４年度地域文化財総合活用推進事業 千円

令和５年度地域文化財総合活用推進事業 千円

令和６年度地域文化財総合活用推進事業 千円

様式１－２



【機密性○（取扱制限）】

計画評価指標

1 地域の祭礼行事等への入込客数

2 地域の文化遺産（〇〇遺跡）への来場者数

3 地域の文化遺産関係資料館，博物館等の年間入館者数

4 文化遺産が所在する最寄り駅の乗降者数

5 地域に誇りを感じる住民の割合

6 地域の文化遺産を活用した取組数（本事業の取組を除く）

7 祭礼行事等の保存会会員数，保存団体数（維持・活動再開を含む）

8 祭礼行事等への参加住民数

9 その他（具体的に記載）



年 月 日

文化庁長官　殿

年 月 日

年 月 日

（補助対象経費 の定額）

＜担当者連絡先＞※実務担当者の連絡先をご記載ください。

第○○○○号

その他（日中連絡先）

電話番号

所属

書類等の郵送先

E-MAIL
※記載誤りのないようご注意ください。

補助金の交付要望額

氏名

（ふりがな）

その他参考となるべき事項

補助事業の着手及び
完了の予定期日

0
合　　　　計

円

〒

円0
円0

FAX番号

着　　手

完　　了

令和

円0

事業区分 ユネスコ無形文化遺産事業

0 円

令和８年度文化芸術振興費補助金（地域文化財総合活用推進事業）交付要望書

　令和８年度文化芸術振興費補助金（地域文化財総合活用推進事業）について、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添え
て下記のとおり申請します。

代表者氏名
代表者職名
住　　　所
団　体　名

補助対象経費の配分

事業の名称

主たる事業費
その他の経費

様式２



＜令和８年度事業計画書＞

　事業の名称

　事業の趣旨

　各事業の内容（具体的に記入すること）

　事業区分 人材育成 事業名

　具体的な指標

年度

　活動見込

～　実施団体 　事業期間 年度

　対象となる文化財等

　評価指標区分

令和８年度事業の内容

　対象者 　対象人数 人

（具体的な指標は次のとおり）

（現状値） 年度 （目標値）

　対象となる文化財等

～ 年度

　事業区分 普及啓発 事業名

　実施団体

　目標値 [単位] 年度⇒ [単位]

　事業期間 年度

令和

令和７年度事業の内容

　事業区分 調査研究 事業名

～ 年度

年度 年度 [単位][単位] ⇒ （目標値）

　出演者･講師等

　評価指標区分

　具体的な指標

　目標値

　日時 人　定員　場所

（具体的な指標は次のとおり）

人

（現状値）

令和

令和

　活用方法

　対象となる文化財等

　実施団体 （実施団体名を記載してください。） 　事業期間 年度

　主な調査員

　成果物 作成数 部

令和８年度の調査研究内容

　対象者

　終了後活動見込

様式２－１



＜令和７年度までの事業の効果等＞

年度

年度

年度

事業の名称

令和４年度地域文化財総合活用推進事業 千円

令和６年度地域文化財総合活用推進事業 千円

令和７年度までの事業実施により得られた効果や実施以後の状況（人数、理解度、活用状況、人材育成などの指標の基づき、定
量的・定性的な効果を具体的に記入すること）

過去の事業の内容（実施内容について、具体的に記入すること）

令和

令和

令和７年度地域文化財総合活用推進事業 千円

過去の補助事業実績

令和

令和５年度地域文化財総合活用推進事業 千円

様式２－２



※ 適宜行を追加・削除してご使用ください。



＞

▼収入の部

▼支出の部　→詳細は、＜支出内訳明細＞（様式2－4）に記載

▼（文化庁確認欄）以下は、自動計算のため、触らないでください。

その他の経費

②支出の合計 0

支
出
の
部

その他経費（事務経費）

人材育成事業 0

0

主たる事業費

調査研究事業 0

主たる経費

交付要望額

区分

収
入
の
部

自己負担金（Ｂ）

内訳

その他収入

金額
（予定を含む。）

補助対象外経費補助対象経費

自己負担額等
総事業費

0

0

0

0

0

0

0 0

補助対象経費（補助事業経費の配分）

0

0

0

0

ユネスコ無形文化遺産事業＜収支予算書

0

0普及啓発事業

①収入合計
（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

0

本事業以外の
補助金・助成金

区分

      小計（Ａ）

本事業による補助金の
交付要望額（Ｃ）

0

合計

0

様式２－３



＜支出内訳明細＞

（区分）

（項）

@ × × ×

@ × × ×

@ × × ×

@ × × ×

@ × × ×

@ × × ×

※ 適宜行を追加・削除してご使用ください。

＜支出内訳明細＞

（区分）

（項）

@ × × ×

@ × × ×

@ × × ×

@ × × ×

@ × × ×

@ × × ×

※ 適宜行を追加・削除してご使用ください。

＜支出内訳明細＞

（区分）
（項）

@ × × ×

@ × × ×

※ 適宜行を追加・削除してご使用ください。

合　計 0 0 0 0

小　計 0 0 0 0

（選択）

（選択）

（選択）

（選択）

補助対象外経費

交付要望額 自己負担額等

（選択）

（選択）

ユネスコ無形文化遺産

（選択してください）

事業名 経費内訳 総事業費

合　計 0 0

補助対象経費

0 0

小　計 0 0 0 0

0

0

（選択）

（選択）

0

（選択）

0

0

（選択）

ユネスコ無形文化遺産

（選択してください）

事業名 経費内訳 総事業費

0

（選択）

補助対象経費 補助対象外経費

交付要望額 自己負担額等

（選択）

事務経費
事務費

事業名 経費内訳 総事業費

0

（選択）

補助対象経費 補助対象外経費

交付要望額 自己負担額等

事務費

（選択）

0

合　計 0 0 0 0

小　計 0 0 0 0

様式２－４



＜補助対象事業に係る文化財等（ユネスコ無形文化遺産）の概要＞

有 （ 無

有 （ 無

有 （ 無

※本事業で対象とする文化財等（ユネスコ無形文化遺産）ごとに作成すること

文化財等の名称

指定の有無

文化財等の概要
（歴史や由来など）

指定国 文化財）

指定の有無

文化財等の概要
（歴史や由来など）

指定

文化財等の名称

国 文化財）

文化財等の名称

指定の有無

文化財等の概要
（歴史や由来など）

指定 文化財）国

様式２－５



※ 協議会等及び構成団体の定款に類する規約及び名簿を併せて提出すること。

設置目的

団体設立年月 年 月

役職員 構成団体

所在地

電話番号

ＦＡＸ番号

協議会等（補助の対象となる者）の概要

（ふりがな）
名称

（ふりがな）

代表者職名・氏名

様式２－６



文化財等の名称
1 円
2 円
3 円
4 円
7 円
8 円
9 円
10 円
11 円
12 円
13 円
14 円
15 円
16 円
17 円
18 円

円

文化財等の名称
1 円
2 円
3 円
4 円
5 円
6 円
7 円
8 円
9 円
10 円

円

文化財等の名称
1 円
2 円
3 円
4 円
5 円
6 円
7 円
8 円
9 円
10 円

円

※　出演料等が発生しない者・団体についても記載してください。
※　適宜行を追加・削除してください。

事業名：

0

出演者及び講師等一覧表

出演者及び講師等氏名 所在地所     属

事業名：

出演料等

出演料等所在地出演者及び講師等氏名 所     属

出演者氏名 所     属 所在地 出演料等

合　計

事業名：

合　計

様式３


